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千代田区霞ヶ関乙－乙－乙     
○○○○株式会社        

代表取締役社長 ○○○○ 印 
 

 
業 務 補 助 等 証 明 書 

 
 

公認会計士の登録を受けようとする者 会計太郎は、下記のとおり業務補助等を行った

ことを証明します。 
 
 

記 
 

業務補助等の期間   平成○年○月○日から平成○年○月○日まで 

 

業務補助等の概要 

１ 実務従事を行った機関 

所  在  地：千代田区霞ヶ関乙－乙－乙 

名    称：○○○○株式会社 

業    種：○○業（注：日本標準作業分類等を参考） 

資  本  金：○○○百万円 

上 場 取 引 所：○○証券取引所 

実務従事場所：○○部○○課 

 

  （注）実務従事を行った機関が連結子会社の場合は、併せて親会社についても上記項

目（実務従事場所は除く。）を記載すること。 

 

 

２ 具体的な実務従事の内容 

平成○年○月○日から平成○年○月○日までの間、上記の実務従事場所において、

○○○○○を目的とする以下の財務分析に関する事務を直接担当として行った。 

 
 



（１）決算書類作成業務 

全社・部門別の貸借対照表及び損益計算書を作成し、売上高や粗利率について、

前年同月比や前月比で増減要因を分析した。また、リース資産の管理、退職給付債

務等の計算、税効果計算の業務を行った。 

 

（２）月次財務書類の作成 

本社・子会社の各部署及び各取引先から決算関係資料（売上・仕入証憑、請求書、

稟議書、契約書、見積書等）を入手し、処理された伝票を照査したうえで月次の勘

定を確定し、仮勘定の振替・月次引当・配賦処理を行い、月次財務諸表を作成した。 

また、各勘定科目について内訳明細を作成し、売上高・売上原価・販管費・営業

外損益等の内容を精査し、前年実績や予算と比較することで異常値の有無・発生原

因を確認・分析し、月次決算分析資料を作成した。 

 

（３）連結財務書類の作成 

月次決算をベースに、各勘定の訂正振替、引当金の計上、有価証券等の時価評価、

棚卸資産の評価損や固定資産の減損損失の計上検討等の決算整理を行った。 

また、単体財務諸表の確定後、子会社財務諸表・連結パッケージを基に、連結消

去仕訳を入力、連結精算表を作成し、連結財務諸表を作成した。 

四半期においても、個別及び連結決算について月次決算と同様の分析を行った。 

 

（４）決算業績予想数値の算定 

売上高について、各部門より予想数値を入手して集計するとともに、前年実績や

予算と比較して増減理由を確認したうえで予想数値を作成した。 

売上原価変動費について、直近の販売数量予想、原料価格動向や生産計画データ

を基に予想数値を作成し、また売上原価固定費については、固定費発生見込額、生

産計画や期末在庫数量見込み等を基に予想数値を作成した。 

特別損益について、直近実績額、為替レート予想、設備廃棄計画や子会社からの

受取配当金予想等のデータを基に予想数値を作成した。 

法人税等について、予想税引前当期純利益に申告調整予想額や税額控除予想額等

を加味して予想数値を作成した。 

 

（５）有価証券・デリバティブ等金融商品に関する経理・決算実務 

債券・株式・商品投資信託等の有価証券、先物・オプション・スワップ等のデリ

バティブ及び信託受益権・証券貸借等について、保有目的、取得・売却を確認した

うえで残高を管理し、運用部門の取引データと齟齬がある場合はその原因把握を行

ったほか、金融商品会計基準等に基づき、保有目的別に月次の時価評価や期末にお

ける減損処理の判定、償却・引当処理等を行った。 

また、法人税法、消費税法等に基づく税務調整処理を行った。 

 

（６）有価証券・デリバティブ等のリスク管理 



有価証券・デリバティブ等に係る市場リスクの定量的な把握及び限度枠による管

理のほか、実際に発生した損益を用いたバックテストの実施し、損益が計測したリ

スク量を超過した場合には、その原因を分析・検討し、市場リスク計測手法の見直

しを行った。 

また、ソルベンシー・マージン基準に基づいて算出したリスク量が、限度額に抵

触しないようモニタリングを行うとともに、実質自己資本に与える影響を分析した。 

 

（７）工事原価の計算・管理 

建設工事請負契約に基づき、技術職員とともに、施工計画の策定や実行予算の作

成を行った。実行予算の作成にあたっては、工種別・形態別に原価を設定・集計し、

予定原価を算定した。 

工事着工後においては、各協力業者から毎月送付される請求書を基に、材料費に

ついては、納品書と照合し、単価・数量の検算、材料の検品等を行い、外注費につ

いては、契約内容と照合し、契約単価・累計出来高・支払い方法（手形または小切

手）・累計支払額等を確定した。 

施工の進捗に従って、出来高を把握するとともに、出来高と発生原価を比較し、

乖離の有無の確認、発生原因分析を行い、期末においては、貸借対照表上の未成工

事支出金や未成工事受入金、損益計算書上の完成工事原価の金額を算出した。 

 

以 上 


